
（参考） 

医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号） 

 

第９条の１１ 法第１５条の３第２項の規定による患者、妊婦、産婦又はじよく婦の病院、

診療所又は助産所相互間の搬送の業務及びその他の搬送の業務で重篤な患者について医

師又は歯科医師を同乗させて行うものを適正に行う能力のある者の基準は、次のとおり

とする。 

一 受託業務の責任者として、患者、妊婦、産婦又はじよく婦の搬送に関し相当の知識及

び経験を有する者を有すること。 

二 従事者として、受託業務を行うために必要な知識及び技能を有する者を有すること。 

三 次に掲げる要件を満たす搬送用自動車を有すること。 

イ ストレッチャー又は車椅子を確実に固定できること。 

ロ 自動車電話又は携帯電話を備えていること。 

ハ 医師を同乗させる場合にあつては、医療上の処置を行うために必要な広さを有す

ること。 

ニ 十分な緩衝装置を有すること。 

ホ 換気及び冷暖房の装置を備えていること。 

四 次に掲げる資器材を有すること。 

イ 担架、枕、敷物、毛布、体温計、膿のう盆及び汚物入れ 

ロ 医師を同乗させる場合にあつては、聴診器、血圧計、心電計、手動又は自動人工呼

吸器、酸素吸入器、吸引器及び点滴架設設備 

五 次に掲げる事項を記載した標準作業書を常備し、従事者に周知していること。 

イ 搬送途上の患者の急変に対する応急手当の方法 

ロ 患者の観察要領 

ハ 主治医との連携 

ニ 搬送用自動車及び積載する資器材の滅菌又は消毒及び保守管理 

六 次に掲げる事項を記載した業務案内書を常備していること。 

イ 利用料金 

ロ 搬送用自動車の構造及び積載する資器材 

ハ 業務の管理体制 

七 従事者に対して、適切な研修を実施していること。 

 

医療法の一部を改正する法律の一部の施行について（平成５年２月１５日付け健政発第９

８号厚生省健康政策局長通知） 

 

第三 業務委託に関する事項 



５ 患者等の搬送の業務(新省令第９条の１１関係) 

 (2) 人員に関する事項 

ア 受託責任者について 

新省令第９条の１１第１号に規定する相当の知識とは、医師法、医療法等関係法規

に関する知識をいい、相当の経験とは、原則として３年以上の患者等の搬送業務につ

いての実務経験をいうものであること。 

  イ 従事者について 

新省令第９条の１１第２号に規定する必要な知識及び技能とは、次に掲げる知識

及び技能をいうものであること。 

① 用手法による気道確保、胸骨圧迫心マッサージ、呼気吹き込み法による人工呼吸、

安静及び必要な体位の維持並びに保温等の応急手当 

② 体温、脈拍、呼吸数、意識状態、顔色の観察等の観察要領 

③ 主治医との連携 

④ 搬送用自動車及び積載資器材の消毒の方法並びに保守管理の方法 

(3) 運営に関する事項 

ア 標準作業書 

新省令第９条の１１第５号に規定する標準作業書の具体的記載内容は、次のとお

りであること。 

① 搬送途上の患者の急変に対する応急手当の方法については、用手法による気道

確保、胸骨圧迫心マッサージ、呼気吹き込み法による人工呼吸、安静及び必要な体

位の維持、保温等の方法 

② 患者の観察要領については、体温、脈拍、呼吸数、意識状態、顔色の観察等の方   

 法 

③ 主治医との連携については、搬送に際して事前に医師に説明すべき事項及び搬

送途上の患者の急変の際に医師に連絡すべき事項 

④ 搬送用自動車及び積載する資器材の滅菌又は消毒及び保守管理 

イ 業務案内書 

医師の同乗を前提とした搬送を行わない場合には、この旨を業務案内書に明記す

ること。 

(4) 従事者の研修に関する事項 

新省令第９条の１１第７号に規定する研修は、患者等の搬送の業務を適切に行うた

めに必要な知識及び技能を修得することを目的とし、次に掲げる事項を含む研修であ

ること。  

   ① 標準作業書の記載事項 

② 患者の秘密の保持 

③ 受託責任者にあっては、医療法、医師法等の医療関係法規、道路運送法、道路交



通法等運輸関係法規及び労働関係法規 

 

病院、診療所等の業務委託について（平成５年２月１５日付け指第１４号厚生省健康政策

局長指導課長通知） 

 

第五 患者等の搬送の業務について（令第４条の７第４号関係） 

１ 受託者の業務の実施方法等 

(1) 主治医との連携 

主治医に対して、搬送用自動車の構造及び積載資器材、従事者の資質等業務の内容を

十分に説明し、主治医の判断に基づき患者等の状態に応じた適切な搬送用自動車及び積

載資器材並びに同乗者により業務を行うこと。また、搬送途上において、患者等の容態

が悪化した場合は主治医に適切に報告し、主治医の判断にしたがって最寄りの医療機関

に搬送するなど、患者等に対して適切な医療上の処置がなされるよう努めること。 

(2) 消防機関との連携 

受託者は、必要に応じ、消防機関と連携を図ること。 

(3) 緊急性の高い重篤患者の搬送について 

受託者については、従事者の知識・技能やその医療関係法上の制限、搬送車の積載資

器材等により対応が限定されていること。また、現行制度下では道路交通法上の緊急自

動車として認められていないことなどから、重篤な患者であって緊急の医学的処置又は

手術が必要と主治医により判断された患者の搬送を行うことは好ましくなく、病院が自

ら行うなど適切に対処すること。 

(4) 長距離搬送のための体制整備 

長距離の搬送を請負う場合には、搬送途上での緊急事態に対応できるよう、出発地の

医師の同乗を求めること。また、医師が同乗しない場合には、事前に搬送経路に立地す

る医療機関との間で、搬送車への医師の同乗や患者の受入れ等についての連携体制を確

立した上で業務を行うこと。また、長距離の搬送を請負う場合の搬送用自動車及びこれ

に積載する資器材は、出発地からの医師の同乗の有無にかかわらず医師の同乗を前提と

したものとすること。 

(5) 作業記録 

受託者は、次に掲げる作業記録を作成すること。 

①  搬送記録 

②  搬送用自動車・積載資器材の保守点検記録 

(6) 人員に関する事項 

消防機関から「患者等搬送乗務員適任証」の交付を受けている者は、規則第９条の 11 

第２号の「受託業務を行うために必要な知識及び技能を有する者」に該当すること。 


